
証券コード ： 2424

株式会社ブラス

開催日時 2021年10月27日（ 水曜日） 午前11時

開催場所
名古屋市中村区名駅二丁目37番７ 号

ブルーレマン名古屋

第 18 回 定 時 株 主 総 会

招 集 ご 通 知

【 ご来場自粛のお願い】

新型コロナウイルスの感染が続いております。

株主の皆様への感染リスクを避けるため、 本年は株主総会当日

のご来場を極力お控えいただく ことをご推奨申しあげます。 ま

た、 株主総会にご出席される株主様におかれましては、 マスク

の着用等感染予防にご協力いただき、 ご来場く ださいますよう

お願い申しあげます。

なお、 本総会における対応内容を更新する場合がございますの

で、 当社ウェブサイト の発信情報をご確認賜りますようお願い

申しあげます。

本定時株主総会において、 お土産のご用意はございません。 ま

た、 株主ご来場食事会についても開催いたしませんので、 あら

かじめご了承く ださい。



代表取締役社長

T O  O U R  SH A R E H O L D E R S

株 主 の 皆 様 へ

平素は、格別のご支援を賜り、 厚く 御礼申しあげます。

ここに第18期定時株主総会招集ご通知をお届けいたします。

2021年７ 月期におきましても、 新型コロナウイルス感染拡大による事業活動の制限等、 当業界にとって一年を通して非常に

厳しいものとなりました。 多く の新郎新婦とご家族が結婚式について考え、 悩み抜いた一年だったでしょう 。 その中で、 現場

チームは新郎新婦の想いを全力で受けとめ、 本社チームはそれを徹底的にサポート してまいりました。 全社員が一丸となって

お客様に寄り添い、 それぞれの新郎新婦にとって最高の結婚式を目指す。 ここがブラスの差別化の本質であり、 存在価値で

す。 この姿勢こそが、 当業界が苦しむ中においても黒字着地に繋がった要因だと考えております。 期初の計画こそ未達となっ

てしまいましたが、 現在の状況で結果を残せたことは、 新型コロナウイルスの影響が続く 事業環境においても、 明るい光が見

えたはずです。 今後も「 それぞれの新郎新婦にとって最高の結婚式を創る」 この理念を貫き、 いい結婚式を追求し続け、 笑顔

と感動溢れる豊かな社会の実現に貢献できるよう努めてまいります。

株主の皆様のご期待に沿うべく 努めてまいりますので、 ご支援のほどよろしく お願い申しあげます。
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株 主 各 位 証券コード 2424
2021年10月７ 日

名古屋市中村区名駅二丁目36番20号

アイムビル４ F

株式会社ブラス
代表取締役社長 河合 達明

■１ 日 時 2021年10月27日（ 水曜日） 午前11時

■２ 場 所 名古屋市中村区名駅二丁目37番７ 号

ブルーレマン名古屋

（ 末尾の「 株主総会会場ご案内図」 をご参照く ださ い。 ）

■３ 目的事項 報告事項 第18期（ 2020年８ 月１ 日から 2021年７ 月31日まで） 事業報告及

び計算書類報告の件

決議事項

議 案 取締役５ 名選任の件

第18回定時株主総会招集ご通知

拝 啓

平素は格別のご高配を賜り 、 厚く 御礼申しあげます。

さて、 当社第18回定時株主総会を下記のとおり 開催いたしますので、 ご通知申しあげま

す。 なお、 新型コロナウイルス感染症の感染拡大が懸念されており ます。 つきましては、 本

株主総会は新型コロナウイルスの感染リスクを避けるため、 株主の皆様には、 株主総会当日

のご来場の見合わせをご推奨申しあげます。

議決権は書面によって行使することができますので、 お手数ながら後記の株主総会参考書

類をご検討の上、 同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、 2021年

10月26日（ 火曜日） 午後６ 時30分までに到着するよう ご返送く ださいますよう お願い申し

あげます。

敬 具
記

以 上
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・ 当日の受付開始時刻は午前10時を予定しており ます。

・ 当日ご出席の際は、 お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出く ださ いますよ

う お願い申しあげます。 また、 議事資料として本招集ご通知を、 当日会場までご持参く ださい

ますよう お願い申しあげます。

・ 本招集ご通知において提供すべき書類のう ち、 次に掲げる事項については、 法令及び定款第15

条の規定に基づき、 インターネッ ト 上の当社ウェ ブサイト （ http s://w w w .b rass.ne.jp /corpor

    a te/ir/m eetin g .h tm l） に掲載しており ます。

①事業報告の「 業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況」

②計算書類の「 個別注記表」

なお、 上記①は、 監査報告の作成に際して、 監査役が監査した事業報告に含まれており ます。

また、 上記②は、 監査報告の作成に際して、 会計監査人及び監査役が監査した計算書類に含ま

れており ます。

・ 事業報告及び計算書類並びに株主総会参考書類に修正が生じた場合は、 修正後の事項をインタ

ーネッ ト 上の当社ウェ ブサイト （ h ttp s://w w w .b rass.ne.jp /corp ora te/ir/m eeting .h tm l） に

掲載させていただきます。

・ 本定時株主総会において、 お土産のご用意はございません。 また、 株主ご来場食事会について

も開催いたしませんので、 あらかじめご了承く ださい。
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(2020年 8 月 1 日から2021年 7 月31日まで)

（ 提供書面）
事業報告

１ . 会社の現況
⑴ 当事業年度の事業の状況

① 事業の経過及び成果

当事業年度におけるわが国経済は、 新型コロナウイルス感染拡大に伴う 緊急事態宣言の発出

や外出の自粛要請により経済活動は大きく 制限を受け、 個人消費や企業活動が著し く 停滞し 、

依然と して先行き不透明な状況が続いております。

当社が属するウエディ ング業界におきまし ても 、 度重なる緊急事態宣言等の発出の影響によ

り 、 婚礼施行の延期など企業収益に打撃を受けており ます。

このよう な環境の中、 当社においても度重なる緊急事態宣言の発出及び酒類の提供禁止措置

等による営業活動への制限により 、 挙式・ 披露宴において日程変更等が多数発生し 、 当社を取

り巻く 経営環境は大変厳しいものになり ました。 そんな状況においても、 万全な感染拡大防止

対策に取り組みながら施行を実施、 挙式・ 披露宴実施組数は2,573組（ 前期比29.0％増） と な

り ました。 売上原価効率化の取り組みや、 販管費においても配膳人員の最適化、 設備投資の抑

制などあらゆる費用の削減を実施しており 、 損益分岐点の引き下げを図っており ます。 一年を

通して新型コロナの影響を受けましたが、 第４ 四半期会計期間において過去最高の挙式・ 披露

宴実施組数、 営業利益及び経常利益を計上、 最終損益では大きく 挽回し 、 黒字着地となり まし

た。

この結果、 当事業年度の売上高は9,343 ,894千円（ 前期比17.0％増） 、 営業利益は327 ,802

千円（ 前事業年度は営業損失989 ,951千円） 、 経常利益は509 ,547千円（ 前事業年度は経常損

失817 ,936千円） 、 当期純利益は169 ,612千円（ 前事業年度は当期純損失1,183 ,382千円） と

なり ました。

② 設備投資の状況

当事業年度における設備投資の総額は101 ,916千円であり ます。 その主なものは、 レンタル

用衣裳に26,875千円及び営業支援システムに18,776千円の投資を実施いたしました。

③ 資金調達の状況

運転資金に充てること を目的と して、 銀行借入及び社債の発行により 、 1,100 ,000千円の資

金を調達いたしました。
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区 分
第 15 期

(2018年7月期)
第 16 期

(2019年7月期)
第 17 期

(2020年7月期)

第 18 期
（ 当事業年度）
(2021年7月期)

売 上 高(千円) 9,711,990 10,390 ,299 7,987,918 9 ,343 ,894

経 常 利 益 又 は
経 常 損 失 ( △ )

(千円) 709 ,336 582,050 △817 ,936 509 ,547

当 期 純 利 益 又 は
当 期 純 損 失 ( △ )

(千円) 226 ,681 369,322 △1,183 ,382 169 ,612

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 又 は
１ 株 当 た り 当 期 純 損 失 ( △ )

(円） 39円70銭 64円69銭 △208円56銭 30円02銭

総 資 産(千円) 9,297,151 10,479 ,995 12,321,169 11 ,682 ,156

純 資 産(千円) 3,322,714 3,623 ,525 2,321,692 2 ,491 ,305

7,987

9,711
10,390

第17期

（ 2020年7月期）

第16期

（ 2019年7月期）

第15期

（ 2018年7月期）

9,343

第18期

（ 2021年7月期）

（ 単位： 百万円）売上高

△817

709
582

第17期

（ 2020年7月期）

第16期

（ 2019年7月期）

第15期

（ 2018年7月期）

509

第18期

（ 2021年7月期）

（ 単位： 百万円）経常利益

△1,183

226
369

第17期

（ 2020年7月期）

第16期

（ 2019年7月期）

第15期

（ 2018年7月期）

169

第18期

（ 2021年7月期）

（ 単位： 百万円）当期純利益

△208.56

39.70
64.69

第17期

（ 2020年7月期）

第16期

（ 2019年7月期）

第15期

（ 2018年7月期）

30.02

第18期

（ 2021年7月期）

（ 単位： 円）1株当たり当期純利益

12,321

9,297
10,479

第17期

（ 2020年7月期）

第16期

（ 2019年7月期）

第15期

（ 2018年7月期）

11,682

第18期

（ 2021年7月期）

（ 単位： 百万円）総資産

2,321

3,322
3,623

第17期

（ 2020年7月期）

第16期

（ 2019年7月期）

第15期

（ 2018年7月期）

2,491

第18期

（ 2021年7月期）

（ 単位： 百万円）純資産

⑵ 直前３事業年度の財産及び損益の状況

（ 注） 売上高には、 消費税等は含まれておりません。
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⑶ 重要な親会社及び子会社の状況

該当事項はありません。

⑷ 対処すべき課題

当社を取り巻く 経営環境は、 新型コロナウイルス感染拡大により 、 緊急事態宣言等政府や自治

体からの度重なる営業活動への制限の要請を受け、 業績へ大きな影響を受けており ます。 今後さ

らにワクチン接種が普及していく ことで業績は回復する見通しですが、 いまだ収束時期は不透明

であり 、 経済活動に影響を及ぼす状況が続く と予想されます。

また、 日本国内の少子高齢化や未婚率の増加などを背景に、 挙式・ 披露宴実施組数の減少は避

けられない状況であり ます。 しかしながら 、 オリ ジナルな挙式・ 披露宴志向の高まりによって、

ゲスト ハウス・ ウエディ ングの市場は、 広く 支持を集めており ます。 こ う し たト レンド を踏ま

え、 専門式場がゲスト ハウス・ ウエディ ングへ進出しているほか、 受注競争の激化、 少人数挙式

の需要増等、 業界における企業間の競争はますます激し く なると認識しており ます。

このよう な状況下において、 当社がハウスウエディ ング事業を核に、 中長期的に企業価値を高

めていく ために、 当社は下記の事項を主な課題として取り組んでいく 方針です。

①出店について

当社は、 東海エリ アを中心に23会場を展開し ており ますが、 競争力の高いゲスト ハウスの

展開は当社事業の根幹であり 、 出店条件や地域の特異性等、 当社が対象とする顧客層を考慮し

た上で、 店舗の採算性並びに資金繰り を検討し 、 出店候補地を決定しており ます。 今後は建設

コスト の高騰を踏まえM & A等の出店戦略の多様化を図り ながら 、 より 効率的な店舗展開を進

めていく ことが重要な課題と認識しており ます。

②人材の確保と育成

当社の主役ともいう べきウエディ ングプランナーは新卒の採用を主体として、 育成していく

方針です。 入社後は定期的な社内研修等を実施することにより 、 顧客ニーズに対応できる接客

力を向上させており ますが、 スタ ッ フ育成には一定の教育期間を要するため、 事業展開と人材

採用・ 育成とのバランスをと り ながらサービスの維持・ 向上に努めてまいり ます。

③衛生管理の強化

当社の各会場は、 食品衛生法に基づき所轄保健所より 営業許可証を取得し 、 食品衛生責任者

を配置し ており ます。 また、 衛生管理マニュアルに基づく 衛生・ 品質管理を徹底すると と も
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に、 定期的に店舗監査や外部検査機関による検査と改善を行っており ます。 今後も法改正等に

対応しながら、 更に衛生管理体制を強化してまいり ます。

④コーポレート ・ ガバナンス及び内部管理体制の強化

当社では、 株主の皆様をはじめとするステークホルダーに信頼され、 支持される企業となる

ため、 また、 今後も企業の継続的な成長を実現していく ために、 コーポレート ・ ガバナンスへ

の積極的な取り組みが不可欠であると考えており ます。 今後においても、 管理部門の拡充、 内

部監査体制の充実及び監査役、 監査法人との連携等を通して、 更なる内部管理体制の強化に取

り組んでまいり ます。

⑤結婚式クオリ ティ 強化を前提と した内製業務の推進

当社の主な内製業務は、 婚礼料理の調理と ド レスショ ッ プの運営です。 それらの内製事業へ

の経営資源、 人的資源の投入により 弊社の結婚式クオリ ティ は堅持されており ます。 今後は内

製範囲を広げ結婚式クオリ ティ を更に引き上げ、 他社との更なる差別化を図ってまいり ます。

⑥新型コロナウイルス感染症の影響の長期化を想定した利益創出体制の強化

完全貸切ゲスト ハウスゆえに可能となるウエディ ング業界最高水準の感染症対策の確立及び

発信により 、 集客数の確保に努めます。 更に一定程度の施行組数の減少及び1組当たり のゲス

ト 数減少を想定し 、 割引体制の見直しや未招待ゲスト への対応による売上単価の維持等の施策

により利益創出体制の強化に努めます。

⑸ 主要な事業内容（ 2021年７ 月31日現在）

当社は直営店型ハウスウエディ ング事業の経営を主な事業としており ます。
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⑹ 主要な営業所（ 2021年７ 月31日現在）

本社 愛知県名古屋市中村区名駅二丁目36番20号

営業所 ルージュ： ブラン（ 愛知県一宮市）

オランジュ： ベール（ 愛知県日進市）

ブルー： ブラン（ 愛知県岡崎市）

ブルーレマン名古屋（ 愛知県名古屋市）

ブラン： ベージュ（ 愛知県安城市）

マンダリ ンポルト （ 愛知県常滑市）

ヴェ ールノ アール（ 岐阜県羽島市）

ルージュアルダン（ 愛知県豊橋市）

アージェ ント パルム（ 愛知県豊田市）

ミ エルクローチェ （ 三重県鈴鹿市）

ヴェルミ ヨ ンバーグ（ 愛知県名古屋市）

マンダリ ンアリ ュール（ 静岡県浜松市）

ラピスアジュール（ 静岡県静岡市）

クルヴェ ッ ト 名古屋（ 愛知県名古屋市）

ミ エルシト ロン（ 三重県四日市市）

ミ エルココン（ 三重県津市）

ブランリ ール大阪（ 大阪府大阪市）

ラピスコライユ（ 静岡県静岡市）

オリ ゾンブルー（ 静岡県沼津市）

ブルーグレース大阪（ 大阪府大阪市）

アーブルオランジュ （ 静岡県浜松市）

アコールハーブ（ 千葉県船橋市）

アト ールテラス鴨川（ 京都府京都市）
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使用人数 前期末比増減

469名 15名（ 増）

⑺ 使用人の状況（ 2021年７ 月31日現在）

（ 注） 使用人数には、 臨時雇用者は含まれておりません。

借入先 借入金残高

株 式 会 社 三 菱 U F J 銀 行 1,111,280千円

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 717,731千円

株 式 会 社 十 六 銀 行 700,991千円

株 式 会 社 百 五 銀 行 640,334千円

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 428,570千円

⑻ 主要な借入先の状況（ 2021年７ 月31日現在）

⑼ その他会社の現況に関する重要な事項

該当事項はありません。
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⑴ 発行可能株式総数 18,400 ,000株

⑵ 発行済株式の総数 5,709 ,300株

（ 自己株式60,200株含む）

⑶ 株主数 5,416名

２ .株式の状況（ 2021年７ 月31日現在）

⑷ 大株主（ 上位10名）
その他の法人

1.12％
個人・ その他

89.28％

外国法人等

1.35％
自己株式

1.05％

金融商品取引業者

3.42％
金融機関

3.77％

所有者別の株式保有比率

株 主 名 持株数 持株比率

河 合 達 明 2,770,000株 49.03％

河 合 智 行 302,000株 5.35％

吉 岡 裕 之 250,000株 4.43％

ブ ラ ス 社 員 持 株 会 142,000株 2.51％

楽 天 証 券 株 式 会 社 86,400株 1.53％

日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト

信 託 銀 行 株 式 会 社 （ 信 託 口 ）
78,100株 1.38％

植 木 勝 也 70,500株 1.25％

三 菱 U F J モ ル ガ ン ・ ス タ ン レ ー 証 券

株 式 会 社
47,400株 0.84％

大 脇 久 嗣 40,000株 0.71％

牧 秀 光 40,000株 0.71％

（ 注） １ . 当社は自己株式を60,200株所有しておりますが、 上記大株主からは除外しております。

２ . 持株比率は自己株式を控除して計算しております。

⑸ 当事業年度中に職務執行の対価として当社役員に交付した株式の状況

該当事項はあり ません。

３ .新株予約権等に関する事項

該当事項はあり ません。
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地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役社長 河 合 達 明

専 務 取 締 役 河 合 智 行 管理担当

取 締 役 鷲 野 真 総支配人

取 締 役 酒 井 康 成

取 締 役 山 田 美 典

公認会計士山田美典事務所所長

税理士山田美典事務所所長

株式会社東海理化社外監査役

ト リニティ 工業株式会社社外監査役

常 勤 監 査 役 東 健 作

監 査 役 岩 村 豊 正

岩村公認会計士事務所代表

監査法人コスモス代表社員

キャブ株式会社社外監査役

株式会社ブロンコビリー社外監査役

株式会社キャブ・ ホールディ ングス社外監査役

ジャパンベスト レスキューシステム株式会社社外取締役

株式会社Ｊ サプライ社外監査役

株式会社ＵＲＳ社外監査役

監 査 役 大 井 直 樹 若山・ 大井総合法律事務所共同代表

４ . 会社役員の状況

⑴ 取締役及び監査役の状況（ 2021年７ 月31日現在）

（ 注） １ . 当社は、 社外取締役及び社外監査役を選任するにあたっての独立性に関する基準及び方針を定めてお
ります。 選任にあたっては、 当社との人的関係、 資本的関係又は取引関係その他利害関係を総合的に
勘案し 、 社外役員としての職務を遂行できる十分な独立性が確保できていることを個別に判断してお
り ます。 なお、 役員指名の決定プロセスは、 メ ンバーの過半数を独立役員（ 社外取締役、 社外監査
役） で構成する指名諮問委員会において審議し 、 客観的かつ公正性の確保に努めております。

２ . 専務取締役河合智行氏は、 当社代表取締役社長河合達明氏の弟であります。
３ . 取締役山田美典氏は、 社外取締役であります。
４ . 監査役東健作氏、 岩村豊正氏及び大井直樹氏は、 社外監査役であります。
５ . 取締役酒井康成氏及び山田美典氏、 監査役東健作氏、 岩村豊正氏及び大井直樹氏の５ 氏は、 以下のと
おり 、 財務、 会計及び法務に関する相当程度の知見を有しております。
・ 取締役酒井康成氏は公認会計士の資格を有しております。
・ 取締役山田美典氏は公認会計士の資格を有しております。
・ 監査役東健作氏は経営学修士及び法務博士（ 専門職） の資格を有しております。
・ 監査役岩村豊正氏は公認会計士の資格を有しております。
・ 監査役大井直樹氏は弁護士の資格を有しております。
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６ ． 2020年10月28日開催の第17回定時株主総会終結の時をもって、 山田元彦氏は取締役を辞任いたしま
した。

７ . 当社は、 社外取締役山田美典氏、 社外監査役東健作氏、 岩村豊正氏及び大井直樹氏を株式会社東京証
券取引所及び株式会社名古屋証券取引所の定めに基づく 独立役員として指定し 、 両取引所に届け出て
おります。

⑵ 責任限定契約の内容の概要

当社は取締役酒井康成氏、 社外取締役山田美典氏、 社外監査役東健作氏、 社外監査役岩村豊正

氏及び社外監査役大井直樹氏との間で会社法第427条第１ 項及び定款の規定に基づき 、 同法第

423条第１ 項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており ます。 当該契約に基づく 損害賠償責

任の限度額は法令に定める最低限度額とし ており ます。

⑶ 補償契約の内容の概要等

該当事項はあり ません。

⑷ 役員等賠償責任保険契約の内容の概要等

当社は、 保険会社との間で、 当社の取締役及び監査役の全員を被保険者とする、 会社法第430

条の３ 第１ 項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結しており 、 保険料は全額当社が負担して

おり ます。 当該保険契約の内容の概要は、 被保険者である対象役員が、 その職務の執行に関し責

任を負う こと又は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害を当該

保険契約により保険会社が塡補するものであり 、 １ 年毎に契約更新しており ます。

なお、 当該保険契約では、 当社が当該役員に対して損害賠償責任を追及する場合は保険契約の

免責事項としており 、 また、 塡補する額について限度額を設けることにより 、 当該役員の職務の

執行の適正性が損なわれないよう にするための措置を講じております。 次回更新時には同内容で

の更新を予定しており ます。

⑸ 取締役及び監査役の報酬等

① 役員報酬等の内容の決定に関する方針等

当社は、 2017年2月16日開催の取締役会において、 取締役の個人別の報酬等の内容にかかる

決定方針を決議しており ます。 当該取締役会の決議に際しては、 あらかじめ決議する内容につい

て指名・ 報酬委員会へ諮問し 、 答申を受けており ます。 また、 取締役会は、 当事業年度に係る取

締役の個人別の報酬等について、 報酬等の内容の決定方法及び決定された報酬等の内容が取締役

会で決議された決定方針と整合していることや、 指名・ 報酬委員会からの答申が尊重されている

ことを確認しており 、 当該決定方針に沿う ものであると判断しており ます。
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役員区分
報酬等の総額
（ 百万円）

報酬等の種類別の総額（ 百万円） 対象となる
役員の員数
（ 名）基本報酬

業績連動
報酬等

非金銭報酬等

取締役
（ う ち社外取締役）

138
（ ３ ）

138
（ ３ ）

－ －
６
（ ２ ）

監査役
（ う ち社外監査役）

12
（ 12）

12
（ 12）

－ －
３
（ ３ ）

合 計
（ う ち社外役員）

151
（ 15）

151
（ 15）

－ －
９
（ ５ ）

取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針等の内容は次のとおり です。

ａ ． 基本報酬に関する方針

・ 短期および中長期の業績と企業価値の向上を促進する報酬制度とする。

・ 当社が重視する経営理念に基づき、 職務・ 業績貢献及び経営状況等に見合った報酬管理を

行う 。

・ 客観性・ 透明性を担保する適切なプロセスを経て決定し 、 ステークホルダーから信頼され

る報酬制度とする。

ｂ ． 報酬構成の概要

・ 当社の役員報酬は「 確定額報酬」 が個人別の報酬等の額の全部を占める。

ｃ ． 報酬水準

・ 取締役の報酬水準については、 外部環境や市場環境の変化に対して迅速な対応を行う た

め、 外部専門機関の客観的な報酬調査データ 等を活用のう え、 同業（ 結婚式業） ・ 同規模

（ 時価総額・ 営業利益等にて選定） 他業種の企業の役員報酬水準をベンチマークと して設

定し 、 相対比較及び検証をして決定する。

ｄ ． 報酬の決定プロセス

・ 取締役の報酬等の決定プロセスは、 メ ンバーの過半数を独立役員（ 社外取締役、 社外監査

役） で構成する報酬諮問委員会において、 会社の業績や経済情勢、 個々の職責及び実績、

過去の支給実績等を踏まえて審議し 、 客観的かつ透明性の確保に努めており ます。

② 当事業年度に係る報酬等の総額等

（ 注） １ ． 上記には、 2020年10月28日開催の第17回定時株主総会終結の時をもって退任した社外取締役１ 名を

含んでおります。
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２ ． 当社の役員報酬については、 株主総会決議により 、 取締役及び監査役の報酬等の限度額を決定してお

ります。

３ ． 取締役の報酬限度額は、 2004年９ 月20日開催の第１ 回定時株主総会において年額３ 億円以内（ 使用

人兼務取締役の使用人分給与を含まない） と決議されております。 当該定時株主総会終結時点の取締

役員数は５ 名（ う ち社外取締役は１ 名） です。 当事業年度において報酬諮問委員会を2020年9月16

日に開催し 、 2020年10月13日の取締役会にて報告しております。 それを踏まえて株主総会で承認さ

れた報酬総額の範囲内で2020年10月28日の取締役会にて審議及び決定しております。

４ ． 監査役の報酬限度額は、 2004年９ 月20日開催の第１ 回定時株主総会において年額50百万円以内と決

議されており 当該定時株主総会終結時点の監査役の員数は３ 名です。 各監査役の報酬等については、

会社の業績や経済情勢、 個々の職責及び実績、 過去の支給実績等を踏まえて監査役で協議し 、 株主総

会で承認された報酬総額の範囲内で決定しております。

⑹ 社外役員に関する事項

① 他の法人等の業務執行者としての重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

・ 社外取締役山田美典氏は、 公認会計士山田美典事務所所長及び税理士山田美典事務所所長を

兼職しており ます。 なお、 当社と各兼職先との間に特別の利害関係はあり ません。

・ 社外監査役岩村豊正氏は、 岩村公認会計士事務所代表及び監査法人コスモス代表社員を兼職

しており ます。 なお、 当社と各兼職先との間に特別の利害関係はあり ません。

・ 社外監査役大井直樹氏は、 若山・ 大井総合法律事務所共同代表を兼職しており ます。 なお、

若山弁護士は当社の顧問弁護士であり 、 当社と同事務所との間に特別の利害関係はあり ませ

ん。

② 他の法人等の社外役員と しての重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

・ 取締役山田美典氏は、 株式会社東海理化社外監査役及びト リ ニティ 工業株式会社社外監査役

を兼職しており ます。 なお、 当社と各兼職先との間に特別の利害関係はあり ません。

・ 監査役岩村豊正氏は、 キャブ株式会社社外監査役、 株式会社ブロンコビリ ー社外監査役、 株

式会社キャブ・ ホールディ ングス社外監査役、 ジャパンベスト レスキューシステム株式会社

社外取締役、 株式会社Ｊ サプライ社外監査役及び株式会社ＵＲ Ｓ 社外監査役を兼職しており

ます。 なお、 当社と各兼職先との間に特別の利害関係はあり ません。
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出席状況、 発言状況及び

社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

社外取締役 山田美典

当事業年度に開催された取締役会14回全てに出席いたしました。

公認会計士としての専門的な知識と長年の企業監査において培われた

幅広い見識を有しており 、 取締役会では経理・ 財務的見地から適切な

助言・ 提言を行う など、 意思決定の妥当性・ 適正性を確保するための

適切な役割を果たしており ます。 また、 指名・ 報酬諮問委員会の委員

長と し て、 当事業年度に開催さ れた委員会２ 回全てに出席し 、 客観

的・ 中立的立場で当社の役員候補者の選定や役員報酬等の決定過程に

おける監督機能を主導しており ます。

社外監査役 東健作

当事業年度に開催された取締役会14回全てに出席いたし まし た。 ま

た、 監査役会14回全てに出席いたしました。

経営学修士及び法務博士（ 専門職） を取得しており 、 銀行・ 証券会社

での海外勤務や共済機構で監査業務を担う など、 経営に関する豊富な

業務経験と見識を有していることから、 取締役会において、 取締役会

の意思決定の適正性・ 妥当性を確保するための発言を行っており ま

す。

また、 指名・ 報酬諮問委員会の委員と して、 当事業年度に開催された

委員会２ 回全てに出席し 、 客観的・ 中立的立場で当社の役員候補者の

選定や役員報酬等の決定過程における監督機能を担っており ます。 監

査役会においては、 その特性を生かして、 適宜必要な発言を行ってお

り ます。

社外監査役 岩村豊正

当事業年度に開催された取締役会14回全てに出席いたし まし た。 ま

た、 監査役会14回全てに出席いたしました。

公認会計士であり 、 会計税務に関する専門的な知識を有していること

から、 取締役会において、 取締役会の意思決定の適正性・ 妥当性を確

保するための発言を行っており ます。

また、 指名・ 報酬諮問委員会の委員として、 当事業年度に開催された

委員会２ 回全てに出席し 、 客観的・ 中立的立場で当社の役員候補者の

選定や役員報酬等の決定過程における監督機能を担っており ます。 監

査役会においては、 その特性を生かして、 適宜必要な発言を行ってお

り ます。

③ 当事業年度における主な活動状況

－ 15 －



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告

株
主
総
会
参
考
書
類

出席状況、 発言状況及び

社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

社外監査役 大井直樹

当事業年度に開催された取締役会14回全てに出席いたし まし た。 ま

た、 監査役会14回全てに出席いたしました。

弁護士であり 、 法律に関する豊富な業務経験と高度かつ専門的な知識

を有していることから、 取締役会において、 取締役会の意思決定の適

正性・ 妥当性を確保するため発言を行っており ます。

また、 指名・ 報酬諮問委員会の委員として、 当事業年度に開催された

委員会２ 回全てに出席し 、 客観的・ 中立的立場で当社の役員候補者の

選定や役員報酬等の決定過程における監督機能を担っており ます。 監

査役会においては、 その特性を生かして、 適宜必要な発言を行ってお

り ます。

報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 14,000千円

当社が会計監査人に支払う べき金銭その他の財産上の利益の合計額 14,000千円

５ . 会計監査人の状況
⑴ 名称有限責任 あずさ監査法人

⑵ 報酬等の額

（ 注） １ . 当社と会計監査人との間の監査契約において、 会社法に基づく 監査と金融商品取引法に基づく 監査の
監査報酬等の額を明確に区分しておらず、 実質的にも区分できませんので、 当事業年度に係る会計監
査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２ . 監査役会は、 会計監査人の監査計画の内容、 会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠など
が適切であるかどう かについて必要な検証を行った上で、 会計監査人の報酬等の額について同意の判
断をいたしました。

⑶ 非監査業務の内容
該当事項はあり ません。

⑷ 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
監査役会は、 会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、 その必要があると 判断した場合

は、 株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。
監査役会は、 会計監査人が会社法第340条第１ 項各号に定める項目に該当すると認められる場

合は、 監査役全員の同意に基づき会計監査人を解任いたします。 この場合、 監査役会が選定した
監査役は、 解任後最初に招集される株主総会におきまして、 会計監査人を解任した旨と解任の理
由を報告いたします。
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⑸ 責任限定契約の内容の概要
該当事項はあり ません。

⑹ 補償契約の内容の概要等
該当事項はあり ません。

６ . 剰余金の配当等の決定に関する方針
当社は、 株主の皆様への利益還元を重要な経営目標の一つと して認識しており 、 財政状態・ 経

営成績・ 事業計画等を勘案した上で、 配当性向を当期純利益の概ね10％を目標と し て、 株主の
皆様への利益還元を実施していく こと を基本方針としており ます。
しかしながら 、 当事業年度においては、 今後の積極的な成長投資の重要性、 将来における資金

需要等を総合的に勘案し 、 誠に遺憾ではございますが、 無配と させていただく こと といたしまし
た。

─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─

（ 注） 本事業報告中の記載金額につきましては、 表示単位未満を切り捨てて表示しており ます。
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科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資 産 の 部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

商 品

貯 蔵 品

前 払 費 用

未 収 還 付 法 人 税 等

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工 具 、 器 具 及 び 備 品

土 地

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

の れ ん

ソ フ ト ウ ェ ア

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

関 係 会 社 株 式

出 資 金

差 入 保 証 金

長 期 前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

2,717,699

2 ,387,639

35,821

60,810

47,850

89,801

22,309

76,428

△2,961

8,964,457

7,729,014

6 ,080,190

407 ,033

227

1 ,511

206 ,512

1 ,026,206

7 ,332

71,287

9 ,980

54,308

6 ,998

1,164,155

98,443

50

510 ,817

111 ,204

441 ,905

1 ,735

（ 負 債 の 部 ）

流 動 負 債 4,081,177

買 掛 金 386,258

１ 年内償還予定の社債 96,000

1年内返済予定の長期借入金 1,470,736

未 払 金 412,609

未 払 費 用 98,930

未 払 法 人 税 等 167,102

未 払 消 費 税 等 252,340

前 受 金 1,140,853

そ の 他 56,346

固 定 負 債 5,109,673

社 債 204,000

長 期 借 入 金 3,832,631

長 期 未 払 金 434,301

退 職 給 付 引 当 金 106,346

資 産 除 去 債 務 402,394

そ の 他 130,000

負 債 合 計 9,190,851

（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 2,491,305

資 本 金 100,000

資 本 剰 余 金 1,009,817

資 本 準 備 金 514,556

そ の 他 資 本 剰 余 金 495,261

利 益 剰 余 金 1,431,426

そ の 他 利 益 剰 余 金 1,431,426

繰 越 利 益 剰 余 金 1,431,426

自 己 株 式 △49,938
純 資 産 合 計 2,491,305

資 産 合 計 11,682,156 負 債 純 資 産 合 計 11,682,156

貸 借 対 照 表

（ 2021年７ 月31日現在）
（ 単位： 千円）
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(2020年 8 月 1 日から2021年 7 月31日まで)

科 目 金 額

売 上 高 9,343,894

売 上 原 価 3,230,294

売 上 総 利 益 6,113,599

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 5,785,796

営 業 利 益 327,802

営 業 外 収 益 211,792

受 取 利 息 23

受 取 賃 貸 料 43,334

雇 用 調 整 助 成 金 141,242

そ の 他 27,192

営 業 外 費 用 30,048

支 払 利 息 24,579

社 債 発 行 費 4,224

そ の 他 1,244

経 常 利 益 509,547

特 別 利 益 3,593

固 定 資 産 売 却 益 3,593

特 別 損 失 230,245

固 定 資 産 売 却 損 13

固 定 資 産 除 却 損 8,523

減 損 損 失 221,708

税 引 前 当 期 純 利 益 282,894

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 167,106

法 人 税 等 調 整 額 △53,823 113,282

当 期 純 利 益 169,612

損 益 計 算 書

（ 単位： 千円）
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(2020年 8 月 1 日から2021年 7 月31日まで)

株主資本

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本準備金

その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

その他利益
剰余金 利益剰余金

合計繰越利益
剰余金

当期首残高 534,556 514,556 60 ,705 575,261 1,261,814 1 ,261 ,814 △49,938 2,321 ,692 2 ,321,692

当期変動額

減資 △434 ,556 434 ,556 434,556

当期純利益 169,612 169,612 169 ,612 169,612

当期変動額合計 △434 ,556 － 434 ,556 434,556 169,612 169,612 － 169 ,612 169,612

当期末残高 100,000 514,556 495 ,261 1 ,009,817 1,431,426 1 ,431 ,426 △49,938 2,491 ,305 2 ,491,305

株主資本等変動計算書

（ 単位： 千円）
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独立監査人の監査報告書
2021年９ 月14日

株式会社ブラス
取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人

名古屋事務所

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 加 藤 浩 幸 ㊞

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 内 田 宏 季 ㊞

監査意見

当監査法人は、 会社法第436条第２ 項第１ 号の規定に基づき 、 株式会社ブラスの2020年８ 月１ 日から

2021年７ 月31日までの第18期事業年度の計算書類、 すなわち、 貸借対照表、 損益計算書、 株主資本等変

動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（ 以下「 計算書類等」 という 。 ） について監査を行った。

当監査法人は、 上記の計算書類等が、 我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、 当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、 全ての重要な点において適正に表示してい

るものと認める。

監査意見の根拠

当監査法人は、 我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。 監査

の基準における当監査法人の責任は、 「 計算書類等の監査における監査人の責任」 に記載されている。 当

監査法人は、 我が国における職業倫理に関する規定に従って、 会社から独立しており 、 また、 監査人とし

てのその他の倫理上の責任を果たしている。 当監査法人は、 意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証

拠を入手したと判断している。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、 我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を

作成し適正に表示することにある。 これには、 不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作

成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

計算書類等を作成するに当たり 、 経営者は、 継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切

であるかどう かを評価し 、 我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企

業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、 財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視す

ることにある。

計算書類に係る会計監査報告
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計算書類等の監査における監査人の責任

監査人の責任は、 監査人が実施した監査に基づいて、 全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重

要な虚偽表示がないかどう かについて合理的な保証を得て、 監査報告書において独立の立場から計算書類

等に対する意見を表明することにある。 虚偽表示は、 不正又は誤謬により 発生する可能性があり 、 個別に

又は集計すると 、 計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、 重要性が

あると判断される。

監査人は、 我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、 監査の過程を通じて、 職

業的専門家としての判断を行い、 職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し 、 評価する。 また、 重要な虚偽表示リスクに対応し

た監査手続を立案し 、 実施する。 監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。 さらに、 意見表明の

基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、 内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、 監査人

は、 リ スク評価の実施に際して、 状況に応じた適切な監査手続を立案するために、 監査に関連する内部

統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、 並びに経営者によって行われた会計上の見積り

の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどう か、 また、 入手した監査

証拠に基づき、 継続企業の前提に重要な疑義を生じ させるよう な事象又は状況に関して重要な不確実性

が認められるかどう か結論付ける。 継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、 監査

報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること 、 又は重要な不確実性に関する計算書類等

の注記事項が適切でない場合は、 計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められてい

る。 監査人の結論は、 監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、 将来の事象や状況によ

り 、 企業は継続企業として存続できなく なる可能性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、 我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

しているかどう かとと もに、 関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、 構成及び内容、 並びに計算

書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどう かを評価する。

監査人は、 監査役及び監査役会に対して、 計画した監査の範囲とその実施時期、 監査の実施過程で識別

した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、 及び監査の基準で求められているその他の事

項について報告を行う 。

監査人は、 監査役及び監査役会に対して、 独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵

守したこと 、 並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、 及び阻害要因を除去又は

軽減するためにセーフガード を講じている場合はその内容について報告を行う 。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監 査 報 告 書

当監査役会は、 2020年８ 月１ 日から2021年７ 月31日までの第18期事業年度の取締役の職務の執行に

関して、 各監査役が作成した監査報告に基づき、 審議の上、 本監査報告書を作成し 、 以下のとおり 報告

いたします。

１ . 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

（ 1） 監査役会は、 監査の方針、 職務の分担等を定め、 各監査役から監査の実施状況及び結果について報

告を受けるほか、 取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、 必要に応じて

説明を求めました。

（ 2） 各監査役は、 監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し 、 監査の方針、 職務の分担等に従い、 取

締役、 内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り 、 情報の収集及び監査の環境の整備に努めると

ともに、 以下の方法で監査を実施しました。

①取締役会その他重要な会議に出席し 、 取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を

受け、 必要に応じて説明を求め、 重要な決裁書類等を閲覧し 、 本社及び主要な事業所において業務

及び財産の状況を調査いたしました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体

制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものと して会社法施行規則第100条第１ 項

及び第３ 項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている

体制（ 内部統制システム） について、 取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定

期的に報告を受け、 必要に応じて説明を求め、 意見を表明いたしました。

③会計監査人が独立の立場を保持し 、 かつ、 適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとと も

に、 会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、 必要に応じて説明を求めました。 ま

た、 会計監査人から 「 職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」 （ 会社計算規則第

131条各号に掲げる事項） を「 監査に関する品質管理基準」 （ 2005年10月28日企業会計審議会） 等

に従って整備している旨の通知を受け、 必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、 当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、 計算書類（ 貸借対照表、 損

益計算書、 株主資本等変動計算書及び個別注記表） 及びその附属明細書について検討いたしました。

監査役会の監査報告
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２ . 監査の結果

（ 1） 事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、 法令及び定款に従い、 会社の状況を正し く 示しているものと認め

ます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しく は定款に違反する重大な事実は認められま

せん。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。 また、 当該内部統制シス

テムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、 指摘すべき事項は認められ

ません。

（ 2） 計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人 有限責任あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2021年９ 月21日

株式会社ブラス 監査役会

常勤監査役（ 社外監査役） 東 健作 ㊞

社外監査役 岩村 豊正 ㊞

社外監査役 大井 直樹 ㊞

以 上
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候補者
番 号

ふ り が な

氏 名

（ 生 年 月 日）

略歴、 当社における地位及び担当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況）

所 有 す る
当社の株式数

１

かわ

河
い

合
たつ

達
あき

明
（ 1966年１ 月21日）

1989年10月 株式会社ド ゥ ・ クレッ センド 入社

1993年 4 月 株式会社真誠入社

1998年 4 月 有限会社ブラス

（ 現： 株式会社ブラス） 設立

代表取締役社長就任（ 現任）

2,770,000株

【 選任理由】

河合達明氏は、 当社の創業者であり 、 当社設立とともに代表取締役社長に就任し 、 現在に至るまで強力
なリーダーシッ プと決断力により 、 当社を東証一部指定にするとともに発展させてまいりましたので、
引き続き当社の持続的成長と企業価値向上の実現のために適切な人材と考えたため取締役候補者とい
たしました。

２

かわ

河
い

合
とも

智
ゆき

行
（ 1970年６ 月１ 日）

1993年 1 月 株式会社セガエンタープライゼス

（ 現： 株式会社セガ） 入社

2005年 6 月 当社入社

2008年 3 月 当社管理本部長

2014年 7 月 当社取締役管理本部長

2014年10月 当社取締役ウエディ ング事業本部長

2015年 8 月 当社取締役管理本部長

2017年10月 当社専務取締役（ 現任）

302 ,000株

【 選任理由】

河合智行氏は、 長年にわたり当社の経営に携わり 、 事業部門、 管理部門の責任者を歴任するなど、 豊富
な経験と見識を有しております。 当社への入社以後、 業績拡大に注力し 、 当社の事業全般の業績向上に
十分な役割を果たしておりますので、 引き続き的確かつ迅速な意思決定が期待できる人材であると考え
たため取締役候補者といたしました。

株主総会参考書類

議案 取締役５ 名選任の件

取締役全員（ ５ 名） は本総会終結の時をもって任期満了となり ますので、 取締役５ 名の選任をお願

いするものであり ます。

取締役候補者は次のとおりであり ます。
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招
集
ご
通
知

事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告

株
主
総
会
参
考
書
類

候補者
番 号

ふ り が な

氏 名

（ 生 年 月 日）

略歴、 当社における地位及び担当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況）

所 有 す る
当社の株式数

３

わし

鷲
の

野
まこと

真

（ 1972年９ 月１ 日）

1991年 4 月 株式会社東山会館入社

1997年 9 月 株式会社インペリアルウイング八事迎賓

館入社

2004年 9 月 当社入社

2005年 1 月 当社岡崎ブルーブラン支配人

2011年 6 月 当社総支配人補佐

2015年 1 月 当社総支配人（ 現任）

2015年10月 当社取締役 （ 現任）

3,200株

【 選任理由】

鷲野真氏は、 長年にわたりブライダル業界に従事し 、 幅広い経験と知識より的確かつ迅速な意思決定が
期待できることから、 今後も当社の経営全般に関わり 、 取締役としての職責を適切に遂行できる人材と
判断し、 引き続き取締役候補者といたしました。

４

さか

酒
い

井
こう

康
せい

成
（ 1982年11月13日）

2014年 4 月 当社入社

2014年10月 当社取締役管理本部長

2014年11月 公認会計士登録

2015年 8 月 当社取締役（ 非常勤） （ 現任）

2015年 8 月 酒井智義税理士事務所入所（ 現任）

－株

【 選任理由】

酒井康成氏は、 公認会計士としての経験から、 財務及び会計全般に関する豊富な経験、 幅広い知識を有
しており 、 それらに基づく 専門的見地及び客観的立場から、 今後の成長戦略の審議に有益な貢献と当社
の経営に対する適切な監督が期待できると考えたため引き続き取締役候補者といたしました。
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候補者
番 号

ふ り が な

氏 名

（ 生 年 月 日）

略歴、 当社における地位及び担当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況）

所 有 す る
当社の株式数

５

やま

山
だ

田
よし

美
のり

典

（ 1961年９ 月９ 日）

1988年10月 監査法人伊東会計事務所入所

2006年 9 月 あらた監査法人（ 現： Ｐ ｗＣ あらた有限

責任監査法人） 代表社員

2012年 7 月 公認会計士山田美典事務所所長（ 現任)

2012年12月 税理士山田美典事務所所長（ 現任）

2013年 7 月 日本公認会計士協会主任研究員

2015年 6 月 株式会社東海理化社外監査役（ 現任）

2015年 6 月 共和レザー株式会社監査役

2015年10月 当社社外取締役（ 非常勤） （ 現任）

2016年 6 月 ト リ ニティ 工業株式会社社外監査役

（ 現任）

－株

【 選任理由及び期待される役割の概要】

山田美典氏は、 公認会計士としての専門的な知識と長年の企業監査において培われた幅広い見識を有し
ており 、 経理・ 財務的見地から取締役の職務執行に対する監督、 助言等いただく ことを期待したため引
き続き社外取締役候補者といたしました。 また、 同氏が選任された場合は、 指名・ 報酬諮問委員会の委
員として、 当社の役員候補者の選定や役員報酬等の決定に対し、 客観的・ 中立的立場で関与いただく 予
定です。 なお、 同氏は社外役員となること以外の方法で会社の経営に関与した経験はありませんが、 上
記の理由により社外取締役としての職務を適切に遂行することができるものと判断しております。

（ 注） １ . 各候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。

２ . 山田美典氏は、 社外取締役候補者であります。

３ . 山田美典氏は、 現在当社社外取締役でありますが、 同氏の社外取締役としての在任期間は、 本総会終

結の時をもって６ 年となります。

４ . 当社は、 酒井康成氏及び山田美典氏との間で会社法第427条第１ 項及び定款の規定に基づき、 同法第

423条第１ 項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。 当該契約に基づく 損害賠償責任の

限度額は法令に定める最低限度額としております。 酒井康成氏及び山田美典氏の再任が承認された場

合は、 当該契約を継続する予定であります。

５ . 当社は、 保険会社との間で会社法第430条の３ 第１ 項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結して

おり 、 被保険者が負担することになる職務の執行に関し責任を負う こと又は当該責任の追及に係る請

求を受けることによって生ずることのある損害を当該保険契約により塡補するものであります。 各候

補者が選任され就任した場合は、 当該保険契約の被保険者となります。 また、 次回更新時には同内容

での更新を予定しております。

６ . 当社は、 山田美典氏を株式会社東京証券取引所及び株式会社名古屋証券取引所の定めに基づく 独立役

員として指定し 、 両取引所に届け出ております。 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 以 上
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株主メモ 株主優待

事業年度 毎年８月１日から翌年７月31日まで

定時株主総会 毎事業年度の終了後３ヶ月以内

剰余金の配当の基準日 毎年１月31日、毎年７月31日

上場市場 東京証券取引所一部
名古屋証券取引所一部

単元株式数 100株

株主名簿管理人
特別口座の口座管理機関

三菱UFJ信託銀行株式会社

連絡先・
郵便物送付先

東京都府中市日鋼町１－１
電 話 0120－232－711（通話料無料）
郵送先　〒137－8081新東京郵便局私書箱第29号

三菱UFJ信託銀行株式会社証券代行部
公告掲載方法 電子公告（https://www.brass.ne.jp）

ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告ができ

ない場合は、日本経済新聞に掲載して行います。

保有株式数 優待内容 継続保有期間

100株以上200株未満 ①披露宴割引券 10万円分

半年以上
200株以上

①披露宴割引券 10万円分

②クオカード 1,000円分

■株主優待の内容

■株主優待の対象となる株主様
中間期株主名簿及び期末期株主名簿に同一株主番号で連続して記載または記録さ

れ、かつ、規定株式数以上の当社株式を保有している株主様を対象といたしま

す。

■贈呈時期
毎年10月下旬の発送を予定しております。

史上初の快挙・４年連続「ハウスウエディング」で日本一！

ブラスが2021年オリコン顧客満足度調査で総合１位に輝く

株式会社oricon ME（東京都港区代表取締役社長：小池恒）が行なった2021年オリコン顧客満足度調査「ハウスウエディング」に
おいて総合第１位を獲得しました。また、評価項目別においても、「ウエディングプランナー」「料理」「ドレス・衣装」など、７項
目で１位となりました。なお、2018年～2021年までの４年連続で総合１位となり、これは同調査では史上初の快挙となります。



株主総会会場ご案内図

ブルーレマン名古屋

〒450－0002 名古屋市中村区名駅二丁目37番７号

※駐車場のご用意はございませんので、 お車でのご来
場はご遠慮く ださいますようお願い申し上げます。

ブルーレマン名古屋

NTT西日本名古屋支店

永信保育園

クルヴェット
名古屋

名古屋市
特別消防隊
第二方面隊

三井のリパーク
名駅第27

マツモト
キヨシ 東横イン

名古屋駅
桜通口

名鉄イン
名古屋桜通

ローソン

久遠寺

ユマニテク歯科
製菓専門学校

名古屋
ルーセント
タワー

アクロス
キューブ
名古屋

JPタワー

中央郵便局北

昭和
シェルホテル

サンルート
プラザ名古屋

L2番出口

名駅二丁目 名駅三丁目北

1番出口10番出口

桜通口

大名古屋
ビルヂング

JRゲート
タワー

名古屋駅
JRセント ラル
タワーズ

ビックカメラ タカシマヤ

中央郵便局

名古屋駅

那古野

ミ ッドランド
スクエア名鉄名古屋

桜通

名駅四

名
駅
通

ブルーレマン名古屋
周辺地図

中央郵便局北

アクロス
キューブ
名古屋

ホテル
サンルート
プラザ名古屋

居酒屋
相席屋

クルヴェッ ト
名古屋

永信保育園

永信保育園
ユマニテク歯科
製菓専門学校

久遠寺

居酒屋
ぴち天

三井のリパーク
名駅第27

マツモト
キヨシ

JPタワー

至

名
古
屋
駅

名
駅
通

ブルーレマン名古屋

見やすいユニバーサルデザイン

フォント を採用しています。



法令及び当社定款第15条の規定に基づき、インターネット上の当社

ウェブサイト (https: //www. brass. ne. j p/corporate/i r/meeti ng. html )

に掲載するこ と により 株主の皆様に提供し ており ます。

第18回定時株主総会招集ご通知に際しての法令

及び当社定款に基づく インターネット開示事項

業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

個別注記表

（ 2020年８月１日から2021年７月31日まで）

株式会社ブラス



　業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

(1) 業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要

　当社及び当社子会社の取締役の職務の執行が法令及び定款に適合すること

を確保するための体制その他会社の業務の適正を確保するための体制につい

ての取締役会での決議内容の概要は以下のとおりであります。

① 当社及び当社子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に

適合することを確保するための体制

・ 「 取締役会規程」 をはじめとする諸規程を整備し、取締役への周知・ 徹

底を行っております。

・ 「 コンプライアンス管理規程」 を制定し、当社及び当社子会社の役員及

び使用人へ継続的な教育・ 研修を実施し、コンプライアンス遵守の意識

の醸成を行っております。

・ 「 内部通報窓口に関する規程」 を制定し、問題の早期発見に努めており

ます。

② 当社及び当社子会社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に

関する体制

・ 「 文書管理規程」 を制定し、取締役会議事録、稟議書、契約書等の職務

に係る重要書類を適切に保管・ 管理しております。

・ 取締役及び監査役はこれらの文書を常時閲覧できるものとしておりま

す。

・ 各種法令及び証券取引所の適時開示規則に基づき、会社情報を適時適切

に開示することとしております。

・ 個人情報の不正な使用・ 開示・ 漏洩を防止し、個人情報を適切に取り扱

うため、「 個人及び特定個人情報等取扱規程」 を明示し、周知徹底を行

っております。

③ 当社及び当社子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

・ 「 リスク管理規程」 を制定し、事業に伴う様々 なリスクの把握及び管理

に努めております。

・ リスク管理委員会において、当社の事業遂行に伴うリスクの見直しや発

見及び対抗手段の検討等を行うほか、各部門責任者は、所管部門におけ

るリスク管理の遂行及び管理を行っております。

・ 緊急事態発生の際には、緊急対策本部を設置し、情報の収集・ 分析、対

応策・ 再発防止策の検討・ 実施等を行い、事態の早期解決に努めており

ます。
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④ 当社及び当社子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確

保するための体制

・ 取締役会は、定款及び「 取締役会規程」 に基づいて運営し、毎月１回の

定時開催に加え、必要に応じて臨時に開催しております。

・ 業務分掌・ 職務権限・ 稟議に関する「 決裁規程」 を制定し、効率的に職

務の遂行を行っております。

⑤ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置く ことを求めた場合における

当該使用人に関する事項及び当該使用人の取締役からの独立性に関する

事項

・ 監査役がその職務を補助すべき使用人を求めた場合は、取締役会での協

議の上、人数及び権限等を決定し、任命することとしております。

・ 当該使用人の人事評価・ 異動については、監査役の同意を得るものとし

ております。

⑥ 当社及び当社子会社の取締役及び使用人が当社の監査役に報告するため

の体制その他の当社の監査役への報告に関する体制

・ 取締役及び使用人は、法定事項のみならず、当社及び当社子会社に重大

な影響を及ぼす事項、内部監査の実施状況、その他法令に違反する事項

を発見した場合は、速やかに監査役に報告するものとしております。

・ 監査役は取締役会及びその他の重要な会議に出席し、必要事項の報告を

求めることができるものとしております。

⑦ 前号の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを

受けないことを確保するための体制

・ 当社の監査役への報告を行った当社及び当社子会社の役員及び使用人に

対し、当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを行うことを禁止

する旨を規程に明記し、当社及び当社子会社の役員及び使用人に周知徹

底しております。

⑧ 当社の監査役の職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方

針に関する事項

・ 職務執行について生ずる費用の前払い等の請求があった場合は、当該請

求に係る費用又は債務を適切に処理することを規程に明記しておりま

す。
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⑨ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

・ 監査役は、代表取締役社長と定期的に意見交換を行い、意思の疎通を図

っております。

・ 監査役は、内部監査室及び監査法人と定期的に情報交換を行い、意思の

疎通を図っております。

・ 監査役は、必要に応じて公認会計士・ 弁護士等の専門家の意見を求める

ことができるものとしております。

⑩ 当社及び当社子会社の反社会的勢力への対応

・ 「 反社会的勢力に対する対応マニュアル」 を制定し、総務部を対応統括

部署として、反社会的勢力の排除を推進しております。

・ 平素から外部専門機関と密接な関係を構築しており、反社会的勢力によ

る不当要求、組織暴力及び犯罪行為に対応する体制を整備しておりま

す。

⑪ 当社及び当社子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するた

めの体制

・ 当社は当社子会社にその事業方針、事業計画、営業成績、財務状況、決

算等経営状況、その他重要な事項について当社への定期的な報告を義務

付け、必要に応じて主管部門が確認及び指導しております。

・ 当社及び当社子会社にとって重要な事項は必要に応じて当社の取締役会

にて決議しております。

(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

　当社及び当社子会社の業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

は以下のとおりであります。

① 当社及び当社子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に

適合することを確保するための体制

・ 取締役会規程をはじめとする社内規程を制定し、取締役及び使用人が法

令並びに定款に則って行動するよう徹底しております。当事業年度にお

ける取締役会では、各議案についての審議、業務執行の状況等の監督を

行い、意思決定及び監督の実効性は確保されております。

② 当社及び当社子会社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に

関する体制

・ 株主総会や取締役会、経営会議等の議事録及び稟議書、会計帳簿、契約

書等の重要文書については、法令及び社内規程に基づき、主管部署にお

いて適切に保存・ 管理されております。
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③ 当社及び当社子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

・ 「 リスク管理規程」 に基づき、平時は各部署においてリスクの発生を未

然に防止する施策を講じるとともに、経営に重大な影響を及ぼすリスク

に対してはリスク管理委員会が的確に対処する体制を敷いております。

④ 当社及び当社子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確

保するための体制

・ 取締役会の開催に際して、取締役及び社外監査役が議案内容を十分理解

できるように、議案資料を事前通知しております。また取締役会を毎月

１回の定時開催に加えて、必要に応じて臨時に開催しており、案件の重

要度に応じた迅速かつ効率的な業務執行を図っております。

⑤ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置く ことを求めた場合における

当該使用人に関する事項及び当該使用人の取締役からの独立性に関する

事項

・ 該当事項はありません。

⑥ 当社及び当社子会社の取締役及び使用人が当社の監査役に報告するため

の体制その他の当社の監査役への報告に関する体制

・ 取締役及び使用人は、当社に著しい損害を及ぼす恐れや事実の発生、信

用を著しく 失墜させる事態、法令違反等の不正行為や重大な不当行為な

どについて、社内規程に従って書面もしくはＢＲＡＳＳＬ Ｉ ＮＥを介し

て監査役に報告をしております。

⑦ 前号の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを

受けないことを確保するための体制

・ 監査役へ前号の報告があった場合は、報告をした者に対して不利益にな

らないよう守秘義務を遵守しながら、調査・ 是正等を行っております。

⑧ 当社の監査役の職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方

針に関する事項

・ 当社の監査役の職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還の手続

きその他の当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理について

は、監査役の請求等に従い円滑に行っております。
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⑨ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

・ 使用人は、監査役による監査業務に協力するとともに、監査役の求める

諸資料、情報について、遅滞なく提供しております。また、社外監査役

を含む監査役は、監査役会において定めた監査計画に基づき監査を実施

するとともに、取締役会への出席や代表取締役、会計監査人並びに内部

監査室との間で定期的に情報交換等を行いました。

⑩ 当社及び当社子会社の反社会的勢力への対応

・ 契約書等に反社会的勢力排除に関する条項を盛り込むとともに、反社会

的勢力の情報を収集する取り組みを継続的に実施しております。

⑪ 当社及び当社子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するた

めの体制

・ 当社は当社子会社から事業方針、事業計画、営業成績、財務状況、決算

等経営状況について適宜報告を受け、重要事項については取締役会にお

いて決議しております。
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個別注記表
１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

① 子会社株式

　移動平均法に基づく原価法

② たな卸資産

　主として最終仕入原価法による原価法（ 貸借対照表価額は収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法により算定）

(2) 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産

　定率法を採用しております。

　但し、1998年４月１日以降に取得した建物（ 建物附属設備を除く ） 及び2016年４

月１日以降に取得した建物附属設備並びに構築物については定額法を採用しており

ます。

　耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっ

ております。但し、事業用定期借地権が設定されている借地上の建物については、

当該契約期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

② 無形固定資産

　定額法を採用しております。

　自社利用のソフトウェアについては社内における見込利用可能期間（ ５年） に基

づく 定額法を採用しております。また、のれんについては５年間で均等償却してお

ります。

(3) 引当金の計上基準

① 貸倒引当金

　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上し

ております。

② 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に

基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。

　退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給

額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。
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有形固定資産 7, 729, 014

減損損失 221, 708

(4) ヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法

　金利スワップについては特例処理の要件を満たしておりますので、特例処理を採

用しております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象

　ヘッジ手段 金利スワップ

　ヘッジ対象 借入金利息

③ ヘッジ方針

　借入金の金利変動リスクを回避するために金利スワップ取引を利用しておりま

す。

④ ヘッジ有効性の評価の方法

　金利スワップについては、特例処理の要件を満たしているため、有効性の評価を

省略しております。

(5) その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

　消費税等の会計処理

　　消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

２ . 表示方法の変更に関する注記

　（ 「 会計上の見積りの開示に関する会計基準」 の適用）

「 会計上の見積りの開示に関する会計基準」 （ 企業会計基準第31号　2020年３月31

日） を当事業年度の計算書類から適用し、計算書類に重要な会計上の見積りに関する

注記を記載しております。

３ . 重要な会計上の見積りに関する注記

　固定資産の減損

(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額

（ 単位： 千円）
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現金及び預金 10, 108千円

建物 612, 117

土地 394, 510

計 1, 016, 737

1年内返済予定の長期借入金 537, 694千円

長期借入金 1, 703, 147

計 2, 240, 841

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

当社は、原則として、店舗別に固定資産のグルーピングを行っております。

固定資産のうち減損の兆候があると認められる場合には、資産グループから得ら

れる割引前将来キャッシュ・ フローの総額と帳簿価額を比較することによって、減

損損失の認識の要否を判定します。判定の結果、割引前将来キャッシュ・ フローの

総額が帳簿価額を下回り減損損失の認識が必要と判断された場合、帳簿価額を回収

可能価額（ 正味売却価額又は使用価値のいずれか高い価額） まで減額し、帳簿価額

の減少額は減損損失として認識されます。

割引前将来キャッシュ・ フローの見積りには、挙式の施行件数（ 以下「 施行件

数」 という。 ） の過去実績及び現状の受注件数を基に策定された将来の施行件数

や、新型コロナウイルス感染症収束後の割引前将来キャッシュ・ フローの見積期間

にわたって平均単価が概ね一定であることに加えて、2022年までは同感染症拡大に

伴う平均単価の下落の影響が残るものの、2023年以降は顧客の需要が同感染症拡大

以前の水準に回復する等の仮定をおいております。

しかしながら、当該算出方法、仮定について想定と異なる事態が生じた場合、翌

事業年度以降の当社の業績を変動させる可能性があります。

４ . 貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額　　　　　　　　　　　  5, 869, 681千円

(2) 担保資産及び担保付債務

① 担保に供している資産は、次のとおりであります。

② 担保付債務は、次のとおりであります。
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実行可能期間付タームローンの総額 800, 000千円

借入実行残高 300, 000

差引額 500, 000

１年内返済予定の長期借入金 75, 000千円

長期借入金 250, 000

計 325, 000

１年内返済予定の長期借入金 －千円

長期借入金 300, 000

計 300, 000

(3) 実行可能期間付タームローン契約

　当社は、今般の新型コロナウイルス感染症の感染拡大とその長期化に対する備えと

して、手元資金を厚く保持し財務基盤の安定性をより一層高めるため、取引金融機関

と実行可能期間付タームローン契約を締結しております。なお、この契約に基づく借

入未実行残高は以下のとおりであります。

(4) 財務制限条項

① 　当社が締結した金銭消費貸借契約には財務制限条項が付されており、決算期末時
点の「 有利子負債倍率： 有利子負債/｛ 税引後利益＋減価償却費－（ 設備投資金額

－新規出店に関わる投資額（ 出店に準ずるリニューアル投資を含む） ） ｝ 」 が15倍

を超えた場合、期限の利益を喪失する可能性があります。

　なお、この契約に基づく借入残高は以下のとおりであります。

② 　当社が締結した実行可能期限付タームローン契約には財務制限条項が付されてお
り、下記のいずれかに抵触した場合、期限の利益を喪失する可能性があります。

イ） 2021年７月決算期を初回とする各年度決算期の末日における借入人の単体の貸

借対照表において、純資産の部の合計額を、2020年７月決算期の年度決算期の

末日における純資産の部の合計額又は前年度決算期の末日における純資産の部

の合計額のいずれか大きい方の75％以上に維持すること。

ロ） 2021年７月決算期を初回とする各年度決算期の末日における借入人の単体の損

益計算書において、経常損益の金額をゼロ円以上に維持すること。

　なお、この契約に基づく借入残高は以下のとおりであります。
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１年内返済予定の長期借入金 25, 008千円

長期借入金 66, 656

計 91, 664

場所 用途 種類

西日本（ 1店舗） 店舗設備 建物他

③ 　当社が締結した金銭消費貸借契約には財務制限条項が付されており、下記のいず
れかに抵触した場合、期限の利益を喪失する可能性があります。

イ） 2022年７月期以降の各年度の決算期に係る借入人の単体の貸借対照表における

純資産の部の金額を、当該決算期の直前の決算期又は2021年７月決算期に係る

借入人の単体の貸借対照表における純資産の部の金額のいずれか大きい方の

75％以上の金額に維持すること。

ロ） 2022年７月期以降の各年度の決算期に係る借入人の単体の損益計算書における

営業損益に関して、２期連続して損失を計上しないこと（ なお、初回の判定

は、2021年７月期及び2022年７月期の数値を用いて行われる） 。

　なお、この契約に基づく借入残高は以下のとおりであります。

５ . 損益計算書に関する注記

　当事業年度において、当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

　当社は、キャッシュ・ フローを生み出す最小単位として、店舗を基本単位としてグ

ルーピングをし、減損損失の認識を行っております。

　営業活動から生ずる損益が継続してマイナスであり、また、継続してマイナスとな

る見込みである店舗について、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減

損損失（ 221, 708千円） として特別損失に計上いたしました。

　減損損失の内訳は、建物183, 017千円、構築物1, 912千円、工具、器具及び備品

36, 778千円であります。

　なお、回収可能価額は正味売却価額により測定しており、対象資産は売却見込みが

ないため、正味売却価額はゼロとしております。
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株式の種類
当事業年度期首

株式数（ 株）

当事業年度増加

株式数（ 株）

当事業年度減少

株式数（ 株）

当事業年度末

株式数（ 株）

普通株式 5, 709, 300 － － 5, 709, 300

株式の種類
当事業年度期首

株式数（ 株）

当事業年度増加

株式数（ 株）

当事業年度減少

株式数（ 株）

当事業年度末

株式数（ 株）

普通株式 60, 200 － － 60, 200

６ . 株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の種類及び総数に関する事項

(2) 自己株式の種類及び総数に関する事項

(3) 剰余金の配当に関する事項

① 　配当金支払額
該当事項はありません。

② 　基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度になる
もの

該当事項はありません。
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７ . 金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針

　主に店舗事業を行うための設備投資計画に照らして、必要な資金（ 主に銀行借

入） を調達しております。一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用し、また、

短期的な運転資金を銀行借入により調達しております。デリバティブは、後述する

リスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針であります。

② 金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。差入保証金

は、主に出店や社宅に関わる賃貸借契約等に基づく ものであり、貸主の信用リスク

に晒されております。

　営業債務である買掛金は、そのほとんどが１ヶ月以内の支払期日であります。借

入金、長期未払金は主に設備投資を目的としたものであり、償還日等は決算日後、

最長で12年11ヶ月後であります。このうち一部は、金利の変動リスクに晒されてお

りますが、デリバティブ取引（ 金利スワップ取引） を利用してヘッジしておりま

す。

　デリバティブ取引は借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジを目的と

した金利スワップ取引であります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ

対象、ヘッジ方針、ヘッジ有効性評価の方法等については、前述の「 １ . 重要な会

計方針に係る事項に関する注記 (４） ヘッジ会計の方法」 をご参照ください。

③ 金融商品に係るリスク管理体制

イ） 信用リスク（ 取引先の契約不履行等に係るリスク） の管理

　営業債権については、社内規程に従い、管理部が顧客ごとに期日及び残高を管

理することで、回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

ロ） 市場リスク（ 為替や金利等の変動リスク） の管理

　借入金に係る支払金利の変動リスクを抑制するために、金利スワップ取引を利

用しております。デリバティブ取引の執行・ 管理については、取引権限及び取引

限度額を定めた管理規程に従い、担当部署が決裁担当者の承認を得て行っており

ます。月次の取引については、取締役会で報告しております。

ハ） 資金調達に係る流動性リスク（ 支払期日に支払いを実行できなく なるリスク）

の管理

　各部署からの報告に基づき、管理部が適時に資金繰計画表を作成・ 更新すると

ともに、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。
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貸借対照表計上額
（ 千円）

時価（ 千円） 差額（ 千円）

① 現金及び預金 2, 387, 639 2, 387, 639 －

② 売掛金 35, 821 35, 821 －

③ 差入保証金 387, 350 379, 268 △ 8, 081

資産計 2, 810, 811 2, 802, 729 △ 8, 081

① 買掛金 386, 258 386, 258 －

② 1年内償還予定の社債 96, 000 96, 000 －

③ 1年内返済予定の長期
借入金

1, 470, 736 1, 470, 736 －

④ 社債 204, 000 203, 758 △ 241

⑤ 長期借入金 3, 832, 631 3, 834, 552 1, 921

⑥ 長期未払金 434, 301 434, 699 398

負債計 6, 439, 355 6, 440, 472 1, 116

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく 価格のほか、市場価格がない場合には合

理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を

織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動す

ることもあります。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

　2021年７月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次

のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含

まれておりません（ （ 注） ２．参照） 。

（ 注） １ . 金融商品の時価の算定方法並びにデリバティブ取引に関する事項

資 産

① ②現金及び預金、 売掛金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似している

ことから、当該帳簿価額によっております。

③差入保証金
　時価については、回収可能性を反映した将来キャッシュ・ フローを残存期間に

対応する国債の利回り等、適正な利率で割り引いた現在価値により算定しており

ます。
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区分
当事業年度

（ 2021年７月31日）

関係会社株式 98, 443

出資金 50

差入保証金 123, 466

負 債

① ② 1 ③買掛金、 年内償還予定の社債、 １年内返済予定の長期借入金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、

当該帳簿価額によっております。

④ ⑤ ⑥社債、 長期借入金、 長期未払金

　時価については、元利金の合計額を、同様の新規借入等を行った場合に想定さ

れる利率で割り引いた現在価値により算定しております。

デリバティブ取引

　金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と

一体として処理されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記

載しております。

２ . 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（ 単位： 千円）

　関係会社株式及び出資金については、市場価格がなく 、かつ将来キャッシュ・

フローを見積もることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認めら

れるものであるため、上表には含めておりません。

　差入保証金の一部については、市場価格がなく 、実質的な預託期間を算定する

ことが困難であり、時価を把握することが極めて困難と認められるものであるた

③め「 差入保証金」 には含めておりません。
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繰延税金資産

未払賞与 12, 623

減価償却超過額 423, 542

減損損失 300, 453

退職給付引当金 36, 615

資産除去債務 138, 544

繰越欠損金 11, 137

その他 14, 254

繰延税金資産小計 937, 171

評価性引当額 416, 463

繰延税金資産合計 520, 707

繰延税金負債

未収還付事業税 7, 681

資産除去債務に対応する除去費用 71, 121

繰延税金負債合計 78, 802

繰延税金資産の純額 441, 905

(1) １株当たり純資産額 441円01銭

(2) １株当たり当期純利益 30円02銭

８ . 税効果会計に関する注記

　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

９. １株当たり情報に関する注記
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